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自己資本比率 

　平成21年9月末の自己資本比率は12.71％
程度と、21年3月末に対して1.04ポイント低下
しましたが、引き続き国内基準の4％を十分上回
る水準で推移しております。 

自己資本比率規制（バーゼルⅡ第3の柱）による開示について 

　バーゼルⅡとは、平成16（2004）年6月にバーゼル銀行監督委員会（日本、アメリカ、ドイツなど各国が参加）から最終案が公表された金
融機関の新しい自己資本比率規制のことで、「最低所要自己資本比率」（第1の柱）、「金融機関の自己管理と監督上の検証」（第2の柱）、「市
場規律」（第3の柱）の3つの柱で構成されております。 
　このうち第3の柱の半期情報開示については、信用金庫法施行規則第135条第1項で「業務及び財産の状況を知るために参考となるべ
き事項のうち重要なもの（金融庁長官が別に定める事項を含む。）の開示に努めなければならない」とされていることから、以下の通りお知
らせ致します。 

（注）1.信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために
金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準を採用しております。 

2.信用金庫は中間決算が法律上義務付けられていないことから、リスク・アセット等のうちオペレーショナル・リスク相当額については21年3月期の額をそのまま当てはめております。 
3.自己資本比率規制の一部を弾力化する特例（平成20年金融庁告示第79号）に基づき、「その他有価証券の評価差損」を基本的項目から控除しておりません。なお、「その他有価証
券の評価差損」の額（378百万円）を控除して計算した場合には、自己資本比率は12.31％程度となります。 

（ 　 自 　 己 　 資 　 本 　 ）    
出 資 金    
非 累 積 的 永 久 優 先 出 資   

優 先 出 資 申 込 証 拠 金    
資 本 準 備 金    
そ の 他 資 本 剰 余 金    
利 益 準 備 金    
特 別 積 立 金    
次 期 繰 越 金    
そ の 他    
処 分 未 済 持 分 （ △ ）    
自 己 優 先 出 資 （ △ ）      
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金    
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 （ △ ）      
営 業 権 相 当 額 （ △ ）      
の れ ん 相 当 額 （ △ ）      
企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る 無 形 固 定 資 産 相 当 額（ △ ）      
証 券 化 取 引 に よ り 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額（ △ ）     
〔 基 本 的 項目 〕計   （Ａ） 
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額   
一 般 貸 倒 引 当 金    
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等    
負 債 性 資 本 調 達 手 段   
期 限 付 劣 後 債 務 及 び 期 限 付 優 先 出 資   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 （ △ ）    
〔補完的項目〕計    （Ｂ） 
自己資本総額（Ａ）＋（Ｂ）　   （Ｃ） 
他 の 金 融 機 関 の 資 本 調 達 手 段 の 意 図 的 な 保 有 相 当 額    
負 債 性 資 本 調 達 手 段 及 び こ れ に 準 ず る も の   
期 限 付 劣 後 債 務 及び期 限 付 優 先 出 資 並びにこれらに準ずるもの   

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額   
内部格付手法採用金庫において、期待損失額が適格引当金を上回る額の５０％相当額 
PD／LGD方式の適用対象となる株式等エクスポ－ジャーの期待損失額 
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化エクスポージャー及び
信用補完機能を持つI/Oストリップス（告示第247条を準用する場合を含む。）   
控 除 項 目 不 算 入 額    
（ 控 除 項 目 ）計   （Ｄ） 
自己資本額（Ｃ）－（Ｄ）　   （Ｅ） 

（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）    
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目    
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目    
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・リ ス ク 相 当 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額    
リスク・アセット等計     （Ｆ） 
単 体Ｔｉｅｒ１比率   （Ａ／Ｆ） 
単体自己資本比率   （Ｅ／Ｆ） 

●● 自己資本の構成に関する事項 
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（単位：千円、％） 
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